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あきた材県外住宅販路強化事業実施要領

制 定 令和６年４月１日 林産－９６２

一部改正 令和７年４月１日 林産－９２７

第１ 趣旨

この要領は、あきた材県外住宅販路強化事業（以下、「本事業」という。）の実施に当

たり、秋田県財務規則（昭和３９年秋田県規則第４号。以下、「規則」という。）及び秋

田県林業関係補助金等交付要綱（昭和３９年制定。以下、「交付要綱」という。）の規定

のほか、必要な事項を定めるものとする。

第２ 用語の定義

この要領において使用する用語の意義は、次に定めるところによる。

(1) あきた材

県内及び隣県の森林から生産された原木（広葉樹にあっては、県外の森林から生産

された又は輸入された原木及び一次加工品を含む）であって、県内で加工された木

材製品。

(2) あきた材サポーター

秋田県と連携して住宅、店舗及び事務所等の建築（以下、「住宅等の建築」という。）

において県産材利用の拡大及び強化に取り組むとともに、あきた材パートナーの開拓

・登録に協力する木材関連商社、プレカット工場、木材関連団体、建築主等であって、

あきた材サポーター登録実施要領に基づき秋田県にサポーター登録した者。

(3) あきた材パートナー

県外であきた材の普及活動とともに、住宅等の建築においてあきた材の利用に取り

組む工務店、住宅メーカー等であって、あきた材パートナー登録実施要領に基づき秋

田県にパートナー登録した者。

(4) あきた材普及活動

県外において、広くあきた材をＰＲするため、あきた材サポーター及びあきた材パ

ートナーが行う広報活動やイベント活動をいう。（別表１参照）

第３ 事業の内容等

１ 事業内容

県外において、住宅等の建築におけるあきた材の利用を促進するため、あきた材サポ

ーターと連携を図りながら、あきた材を利用する工務店等をあきた材パートナーとして

開拓・登録し、一定量以上の利用に対する支援やサポートを通じて、あきた材の販路拡

大を図るものである。

２ 事業実施主体

本事業における事業内容ごとの実施主体は次のとおりとする。

(1) あきた材パートナーの開拓 ・・・ 秋田県、あきた材サポーター
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(2) あきた材サポーター及びあきた材パートナーの登録 ・・・ 秋田県

(3) あきた材の利用・普及活動 ・・・ あきた材サポーター、あきた材パートナー

(4) あきた材パートナーのサポート ・・・ 秋田県、あきた材サポーター

第４ 県の補助等

１ 県は、あきた材パートナーが取り組むあきた材の利用や普及活動について、必要に応

じて各種サポートを行うとともに、住宅等の建築におけるあきた材利用に対して予算の

範囲内で補助する。

２ 前項の普及活動は、別表１に定めるとおりとする。また、あきた材利用に対する補助

対象及び補助金額は、別表２に定めるとおりとする。

３ 県は、第６の５の事業実績報告書が提出された場合、別に定める秋田県産材利用促進

ＣＯ２固定量認証書を発行するものとする。

第５ 事業の実施

１ 事業計画の申請

補助金を受けようとするあきた材パートナー（以下、この条において「補助事業者」

という。）は、当該年度に係る事業計画書（様式①、別紙）を知事に提出し、承認を

受けるものとする。

２ 事業計画の承認

知事は前項の計画書を受理したときは、その内容を審査し、その結果を事業計画承認

通知書（様式②）により当該補助事業者に通知するものとする。

３ 事業計画の変更等

補助事業者は、第５の１の事業計画書の内容に変更が生じたときは、変更計画書（様

式③、別紙）を知事に提出し、承認を受けるものとする。（様式④）

第６ 補助金の交付

１ 補助金の交付申請

第５の２の規定による事業計画の承認を受けた補助事業者は、速やかに補助金の交付

申請（様式⑤-1、別紙、様式⑤-2）を行うものとする。

２ 補助金の交付決定

知事は、前項の補助金交付申請書が提出されたときは、その内容を審査し、補助金の

交付の適否及びその額を決定する。

知事は前記の規定により補助金の交付を決定したときは、補助金交付決定通知書（様

式⑥）により補助事業者に補助金の交付決定を通知するものとする。

３ 補助の条件

補助事業者は、補助金の交付の目的を達成するため、次に掲げる事項を遵守しなけれ

ばならない。

(1) 補助金に係る法令、規則及びこの要領の規定に従うこと。

(2) 補助金に関する証拠書類及びあきた材の普及活動に関する書類を補助事業が完了し

た翌年度から起算して５年間保管すること。
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４ 補助金の変更

交付決定の変更を行う場合は、第６の１及び２に準ずるものとする。

５ 補助金の実績報告

補助金の交付決定を受けた補助事業者は、補助事業が完了した場合、事業実績報告書

（様式⑦、別紙）及び別表３に掲げる関係書類（様式⑧、⑨、⑩）を知事に提出するも

のとする。

第７ 補助金の支払い

補助事業者は事業の円滑な推進のため、必要に応じて補助金の概算払を受けることが

できるものとする。その場合は、概算払申請書（様式⑪）に別表３に掲げる関係書類（様

式⑧、⑨、⑩）を添えて、知事に提出するものとする。（様式⑬）

第８ 補助金の返還等

補助金の交付の決定を受けた者が次のいずれかに該当する場合において、知事は、補助

金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずる

ことができる。

(1) 法令、規則又はこの要領の規定に違反したとき。

(2) 不正又は虚偽の申請により、補助金の交付の決定を受けたとき。

(3) 不正又は虚偽の申請により、補助金の交付を受けたとき。

(4) あきた材の普及活動を実施せずに、補助金の交付を受けたとき。

(5) あきた材パートナー登録実施要領第３の６に基づきあきた材パートナーの登録が取

り消されたとき。

第９ その他

この定めにないものについては、必要により、県と協議して定めるものとする。

附則 この要領は、令和６年４月１日から施行する。

附則 この要領は、令和７年４月１日から施行する。
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別表１（第２の(4)、第４の２関係）

あきた材普及活動

１ 広報活動

・ホームページへの掲載

・自社パンフレット等への掲載

・住宅関連雑誌等への掲載

・のぼり旗等の設置

等

２ イベント活動

・住宅の見学会又は内覧会の開催

・住宅関連イベントへの出展

・国産材利用促進等の関連イベントへの出展

・森林ツアーや産地見学会の開催

等
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別表２（第４の２関係）

区分 補助対象者 補助対象 補助率

①構造材等 あきた材パートナー あきた材利用量５㎥以上 定額：５万円／件

(構造材、下地材、

造作材)

あきた材パートナー あきた材利用量７㎥以上 定額：５万円／件

（ウッドファーストなあ

きたの住まいづくり促進

事業（県外版）実施企業）

②内装材等 あきた材パートナー あきた材利用量 10㎡以上 定額：５万円／件

（床、壁、天井

等）

※ １ 補助対象者は本事業実施要領第６の２規定による交付決定を受けた、あきた材

パートナーとする。
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別表３（第６の５、第７の１関係）

事業完了報告に添付する（補助金の支払請求に必要な）書類

（１）内訳書（様式⑧）

補助金の支払請求に係る建築物の内容がわかる一覧。

（２）あきた材納品証明書（様式⑨）

あきた材の納品者（建材商社、プレカット工場等）が、当該住宅等の建築

に利用した木材製品があきた材である旨を証明する書類。

（３）あきた材利用状況写真（様式⑩）

建築中又は完成後の内観及び外観など、あきた材が構造材等又は内装材等に利

用されている旨を確認できる写真。

（４）補助対象期間内に建築されたことを証明し発行されたもの

以下の①から③のうちいずれか

①検査済証（写）

②かし担保責任保険に係る保険証券（写）又は当該保険に係る保険付保

証明書（写）

③建築工事請負契約に基づく建築引渡確認書又は工事完了報告書

ただし、内装材での利用の場合は不要とする。



様式①

秋田県知事

申請者 住所 〒○○○－○○○○

氏名

電話番号

　あきた材の利用及び普及活動計画について、あきた材県外住宅販路強化事業実施要領第５

の１(1)の規定により、別紙のとおり提出します。

令和　 年　 月　 日

令和　年度あきた材県外住宅販路強化事業計画書（申請）

企業名称

代表者の職・氏名
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様式①　別紙

１　あきた材の利用に関すること

（１）あきた材利用計画 住宅 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

店舗 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

事務所 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

その他 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

計 　　　　件

（２）あきた材利用量

（３）あきた材仕入れ先

２　あきた材の普及活動に関すること

（１）広報活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

（２）イベント活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

※ この様式によりがたい場合は、別紙（任意様式）に記入してください。
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様式②

あきた材パートナー あて

秋田県知事 佐 竹　敬 久

　

　令和　年　月　日付けで提出のあった、あきた材県外住宅販路強化事業計画について、内容

を審査したところ適当と認められますので、あきた材県外住宅販路強化事業実施要領第５の２

の規定に基づき、承認します。

　なお、補助金割当については次のとおりとしますので、補助金交付申請書を速やかに提出し

てください。

　

円件 円

令和　 年　 月　 日

令和　年度あきた材県外住宅販路強化事業計画について（承認）

補助件数 事業費 補助金
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様式③

秋田県知事

申請者 住所 〒○○○－○○○○

氏名

電話番号

　令和　年　月　日付け林産－　　　　で承認のありました、あきた材県外住宅販路強化事業

について、次により変更したいので、あきた材県外住宅販路強化事業実施要領第５の３の規定

により、下記のとおり提出します。

１ 変更の理由

２ 変更の内容

別紙のとおり

令和　 年　 月　 日

令和　年度あきた材県外住宅販路強化事業変更計画書（申請）

企業名称

代表者の職・氏名
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様式③　別紙

１　あきた材の利用に関すること

（１）あきた材利用計画 住宅 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

店舗 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

事務所 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

その他 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

計 　　　　件

（２）あきた材利用量

（３）あきた材仕入れ先

２　あきた材の普及活動に関すること

（１）広報活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

（２）イベント活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

※ この様式によりがたい場合は、別紙（任意様式）に記入してください。
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様式④

あきた材パートナー あて

秋田県知事 佐 竹　敬 久

　

　令和　年　月　日付けで提出のあった、あきた材県外住宅販路強化事業変更計画について、

内容を審査したところ適当と認められますので、あきた材県外住宅販路強化事業実施要領第５

の３の規定に基づき、承認します。

　なお、補助金割当については、次のとおりです。

　

円円 件 円件 円

令和　 年　 月　 日

令和　年度あきた材県外住宅販路強化事業変更計画について（承認）

変　更　前 変　更　後

補助件数 事業費 補助金 補助件数 事業費 補助金
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様式⑤-1

秋田県知事

申請者 住所 〒○○○－○○○○

氏名

電話番号

　令和　年度において、次のとおり補助金を交付されるよう申請します。

１ 補助金の名称 あきた材県外住宅販路強化事業費補助金

２ 補助金の使用目的 　県外において、住宅等の建築におけるあきた材の

利用を促進するため、一定量以上のあきた材利用に

支援し、あきた材の販路拡大を図る

３ 補助事業の種類 あきた材県外住宅販路強化事業

４ 補助金交付申請額 　　 円

５ 補助事業の実施期間 自　令和　年　月　日　～　至　令和　年　月　日

　

６ 補助事業の実施計画 別紙

令和　 年　 月　 日

補助金の交付について（申請）

企業名称

代表者の職・氏名
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様式⑤-1　別紙

１　あきた材の利用に関すること

（１）あきた材利用計画 住宅 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

店舗 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

事務所 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

その他 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

（２）あきた材利用量

（３）あきた材仕入れ先

２　あきた材の普及活動に関すること

（１）広報活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

（２）イベント活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

※ この様式によりがたい場合は、別紙（任意様式）に記入してください。

計 　　　件　×　定額５万円　＝
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様式⑤-2

秋田県知事

申請者 住所 〒○○○－○○○○

氏名

電話番号

　令和　年度あきた材県外住宅販路強化事業において、補助金交付に付された条件を遵

守し、森林関係法令の違反等不適切な行為を行わない旨誓約いたします。

令和　 年　 月　 日

誓　約　書

企業名称

代表者の職・氏名
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様式⑥

住所

氏名

秋田県知事 佐 竹　敬 久

　

　令和　年　月　日付けで申請のあった補助金の交付について、次のとおり交付することに

決定したので、秋田県財務規則第250条の規定により、通知します。

１　交付決定額 円

　 交付決定額の内訳

単位：円

２　補助事業の目的

　　県外において、住宅等の建築におけるあきた材の利用を促進するため、一定量以上の

　あきた材利用に支援し、あきた材の販路拡大を図る。

３　交付条件

　別紙のとおり

あきた材を利用
した住宅建築等

令和　 年　 月　 日

補助金の交付決定について（通知）

交付決定額

国費 県費
補助対象事項 事業費総額 自己負担
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［別紙］

交 付 条 件

(1) 補助金を他に流用しないこと。

(2) 補助事業者は、秋田県財務規則、秋田県林業関係補助金等交付

要綱、あきた材県外住宅販路強化事業実施要領、その他関係法令

等に従わなければならない。

(3) 補助事業者は、この補助金にかかる収入及び支出を明らかにし

た帳簿並びに当該収入及び支出についての証拠書類を、事業終了

年度の翌年度から起算して５年間備え及び整理保管しておかなけ

ればならない。

(4) 知事は、補助事業者が知事の付した条件に違反した場合、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
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様式⑦

秋田県知事

申請者 住所 〒○○○－○○○○

氏名

電話番号

　秋田県財務規則第255条の規定に基づき、補助事業の実績を次のとおり報告します。

１　補助金の名称 あきた材県外住宅販路強化事業費補助金

２　補助事業の種類 あきた材県外住宅販路強化事業

３　補助事業の決定額 円

４　補助事業の実績額 円

５　差引増減額 円

６　交付決定年月日 令和　　年　　月　　日

７　交付決定通知書指令番号 指令林産－

８　交付の条件の完了日 令和　　年　　月　　日

９　補助事業終了日 令和　　年　　月　　日

10　事業実績書 別紙

令和　 年　 月　 日

補助事業の実績について（報告）

企業名称

代表者の職・氏名
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様式⑦　別紙

１　あきた材の利用に関すること

（１）あきた材利用実績 住宅 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

店舗 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

事務所 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

その他 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

計 　　　　件

（２）あきた材利用量

（３）あきた材仕入れ先

２　あきた材の普及活動に関すること

（１）広報活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

（２）イベント活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

※ この様式によりがたい場合は、別紙（任意様式）に記入してください。
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様式⑧

（１）内訳書

No.
あきた材

仕入れ先企業名
完成年月日

所在地 物件名等
構造材等
内装材等

（5㎥又は7㎥以上）
（10㎡以上）

県内加工企業名 検査済証発行日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

住宅 件 構造材等 .0㎥ 

店舗 件

事務所 件 内装材等 .0㎡ 

その他 件

計 0 件

建物区分 建築場所等 あきた材利用量

住宅・店舗・
事務所・その他
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様式⑨

　（２）あきた材納品証明書 〈納品者記名押印欄〉

納品した下記の木材製品は、あきた材であることを証明します。

番号 部材名 樹種 単材積 数量 材積 製造元

長さ 厚さ 幅

(m） （mm） （mm) (㎥) (㎥)

1 0.000 0.000

2 0.000 0.000

3 0.000 0.000

4 0.000 0.000

5 0.000 0.000

6 0.000 0.000

7 0.000 0.000

8 0.000 0.000

9 0.000 0.000

10 0.000 0.000

11 0.000 0.000

12 0.000 0.000

13 0.000 0.000

14 0.000 0.000

15 0.000 0.000

16 0.000 0.000

17 0.000 0.000

18 0.000 0.000

19 0.000 0.000

20 0.000 0.000

※　製造元が直接納品した場合は、製造元が発行する出荷伝票又は納品書をもって

　代えることができるものとする。

※　内装材等の場合は、材積を面積、㎥を㎡に置き換えるものとする。

発行日　：　令和　年　月　日

建築場所

物件名等

寸法

合計 0.000 ㎥
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様式⑩

（３）あきた材利用状況写真

利用状況

利用状況

利用状況
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様式⑪

秋田県知事

申請者 住所 〒○○○－○○○○

氏名

電話番号

　令和　年　月　日付け指令林産－　　　　により補助金の交付決定を受けましたが、事業

目的及び交付条件に従い、完全に遂行しますから、補助金の概算払を受けたく申請します。

１ 補助金の名称 あきた材県外住宅販路強化事業費補助金

２ 補助事業の種類 あきた材県外住宅販路強化事業

３ 事業完了予定年月日 令和　年　月　日

　

４ 補助金の決定額 円

５ 既受領額 円

６ 今回請求額 円

７ 概算払申請理由 事業の円滑な推進のため

８ 請求内訳 住宅等の建築完成件数　　　　　件

令和　 年　 月　 日

補助金の概算払について（申請）

企業名称

代表者の職・氏名
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様式⑪　別紙

１　あきた材の利用に関すること

（１）あきた材利用実績 住宅 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

店舗 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

事務所 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

その他 （構造等）　　　件、（内装等）　　　件

（２）あきた材利用量 様式⑪内訳書　参照

（３）あきた材仕入れ先 様式⑪内訳書　参照

２　あきた材の普及活動に関すること

（１）広報活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

（２）イベント活動

ア 活動の内容

イ 活動の時期

※ この様式によりがたい場合は、別紙（任意様式）に記入してください。

計 　　　件 × 定額５万円 ＝
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様式⑫

秋　田　県　知　事

（林業木材産業課）

住所

（ＴＥＬ）

会社名称

代表者職氏名

請　求　金　額 ￥

￥

￥

￥

￥

　経費の内訳

あきた材県外住宅販路強化事業費補助金として

（令和 　年 　月 　日付け指令林産－　　　　による補助金）

その他（　　）

銀行 支店

内
訳

口 座 振 替 払 の
振 込 銀 行 及 び
口 座 番 号

当
普
別

隔 地 払 の 支 払 場 所 銀行　 支店　

　摘　要

口 座 名 義 人
※ カ タ カ ナ で 記 載

今 後 請 求 額

支 払 方 法 口座振替払 ・　隔地払　・

契 約 （ 指 令 ） 金 額

前 回 受 領 額

今 回 請 求 額

請　　求　　書　（概算払・前金払）

令和　　年　　月　　日　　

債権者

　　次のとおり請求します。
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